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大手健康保険組合の給付対象高齢者における在宅介護の現状

職域におけるアンケート調査より
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目的　職域において実施された高齢者の健康と介護についてのアンケート調査の結果を分析し，組合健保給

付対象の高齢者における，施設入所者，在宅要介護高齢者数とその自立度を調査するとともに，在宅介

護の現状を明らかにし，その問題点を把握することを目的とした。

方法　大手電算機製造業の健康保険組合が，当該医療保険の給付対象である65歳以上の高齢者（被保険者ま

たは被扶養者）のいる家庭を対象に配布した高齢者の健康と介護についてのアンケート調査の結果を分

析し，検討した。

成績

1)　アンケートの配布総数は5,472人であり，有効回答者数は2,567人（46.9％）であった。

2)　病院に入院または老人福祉施設に入所中の高齢者の割合は4.1％，在宅要介護高齢者9.6％，在宅で介

護を受けていない高齢者86.3％であった。高齢者の年齢が高いほど，在宅要介護高齢者や入院入所中の

高齢者の頻度が上昇する傾向にあった。

3)　要介護高齢者の状態を障害老人自立度判定基準により4群（生活自立J群，準寝たきりA群，寝た

きりランクB群，寝たきりランクC群）に分類し，在宅介護の状況を比較した結果，介護機器や在宅

福祉事業は，自立度が低い群において，高い群よりも多く利用していた。また，被介護者の自立度が低

いほど，介護上の悩みを有する介護者の割合が高く，被介護者の自立度が，介護者の負担感に影響して

いた。

4)　在宅介護が必要となった理由が老人性痴呆症であると回答した「痴呆症D群」においては，介護機

器，訪問看護，ショートステイを利用している者の頻度がC群と比較して有意に低く，ホームヘルパ

ーの利用者が多い傾向を示した。また，介護者における今後の在宅介護の継続意識は，D群において

C群より有意に低く，痴呆症を在宅介護している介護者の約3割が，施設入所や病院への入院を希望し

ていた。

5)　要介護高齢者の居住地域による比較では，介護者が単身介護である割合，および主介護者が被介護者

の配偶者である割合が「地方県群」において「東京近県群」より有意に高く，主介護者が被介護者の子

である割合は，「東京近県群」において「地方県群」より有意に高かった。

結論　組合健保給付対象の要介護高齢者における在宅介護の現状は，被介護者の自立度，痴呆の有無，居住

地区等によって違いが見られ，それぞれに適した支援策が講じられるべきと思われた。
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